
４．建設政策局 建設管理課
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◎ 分掌事務

・ 建設業の許可及び指導に関すること。
・ 浄化槽工事業の登録、届出及び指導に関すること。
・ 建設統計に関すること。
・ 建設機械の抵当に関すること。
・ 解体工事業の登録に関すること。
・ 建設業者の住宅瑕疵担保履行法に係る届出に関すること。
・ 建設工事の管理に関すること。
・ 建設業の新分野進出に関すること。
・ 土木工事の積算基準等に関すること。
・ 土木技術に関すること｡

建設管理課長 課長補佐 総括主査兼調整係長
（調整・建 設 業）

建 設 業 係 長

主査（紛 争 審 査）

課長補佐 工 事 管 理 係 長
（工 事 管 理）

主査（契 約 指 導）

主 幹 主査（制 度 調 査）
（制 度 調 査）

建設業担当課長 課長補佐 建設産業振興係長
（建設産業振興）

主査（建設産業支援）

主査（担 い 手）

技術管理担当課長 課長補佐 技 術 管 理 係 長
（技 術 管 理）

主査（技 術 基 準）

主査（品 質 確 保）

課長補佐 積 算 管 理 係 長
（積算管理・システム）

主査（積 算 基 準）

主査（労 務 資 材）

積算システム係長

主査（情 報 共 有）
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◎ 建設管理課の施策

【課の方針】
・ 建設産業の持続的発展を図るため「建設産業ミライ振興プランＨＯＫＫＡＩＤＯ」に基づ
き、重点課題である担い手の確保及び育成に向けた取組を展開しプランの着実な推進を図る。
また、「入札契約制度の適正化に係る取組方針」に基づき、透明で公正な市場環境づくりを

進める。
・ 「公共工事の品質確保に関する北海道の取組方針」に基づき、様々なニーズに対応し適切
な設計変更等の取組の推進を図る。

・ 公共工事に関する積算管理業務や、CALS/EC(※)に関する取組を実施し、公共工事の
設計積算業務や受発注者間の情報共有等の効率化・迅速化を図る。
※CALS/EC IT技術を活用して公共事業の生産性向上やコスト縮減等を実現するための取組

施策名 施策名
建設産業支援の取組促進、入札制度改革 公共工事における技術・積算管理等の向上

の推進
概 要 概 要
・地域の安全・安心や経済・雇用などを支 ・｢公共工事の品質確保に関する北海道の取
える建設産業が、今後もその役割を果た 組方針」に基づく各種取組推進
していけるよう経営に関する相談支援や ・｢総合評価落札方式｣の充実
担い手対策に向けた取組を展開する。 ・発注､施工､設計の三者検討会の実施推進

・建設業を取り巻く厳しい環境を踏まえ、 ・新技術情報の登録と普及
地域建設業の経営環境に十分配慮しなが ・建設リサイクルの推進
ら、「入札契約制度の適正化の取組方針」 ・適切な工事・委託施行成績評定の実施
に基づき、公正な競争の促進や適正な施 ・積算基準書の普及（作成及び配布）
工の確保など、道発注の公共工事等にお ・北海道設計積算電算システムの運用改善
ける入札契約制度の適正化に向けた取組 ・工事における受発注者間の情報共有の推進
を進める。 ・電子成果品の保管・管理に係る取組の推進

◇建設産業ミライ振興プランＨＯＫＫＡＩＤＯ概要（令和５(2023)年度～９(2027)年度）
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予算事業名 入札契約総合管理システム運営事業費 （平成１３年度(2001年度)～）公共・単独

事業の目的 多様な入札契約方式への対応を図り、共有データベースに工事情報・委託情報を配信
する入札契約総合管理システムにより、建設工事等の入札契約に係る透明性、客観性、
公平性を高め、積極的な情報公開を行ない行政としての説明責任を果たす。

事業の概要 １ データベースシステム及びネットワークシステムの運営管理
農政部、水産林務部、建設部が発注する工事・委託情報、他官庁実績、業者情報等

のデーターベース、各部が共有するネットワークシステムの運営管理を行い、指名選
考の支援及び入札契約に係る透明性・客観性・公平性を高める。

２ 情報公開システムの運営管理
入札公告、入札結果、入札参加資格者及び格付け、業者ごとの年間受注額等を公

表するシステムの運営管理。

予 算 額 ８５,２３４千円(うち建設部予算額47,781千円)（④ ７７,０１５千円）

連 絡 先 工事管理係 工事管理係長 【内線29-713】

摘 要

予算事業名 建設業指導費（建設業指導調査費） （昭和２４年度(1949年度)～）単独

事業の目的 建設工事の適正な施工を確保し、発注者を保護するとともに、建設業の健全な発達を促進する。

事業の概要 １ 建設業法に基づく建設業の許可事務等 ２ 建設業許可事務の全国ＯＡ化の推進
３ 建設業法に基づく経営事項審査事務等 ４ 浄化槽法に基づく浄化槽工事業の登録事務等
５ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく解体工事業の登録事務等

予 算 額 ５５,５８８千円（④ ６１,４７２千円）

連 絡 先 建設業係 建設業係長 【内線29-721】

摘 要

予算事業名 設計積算電算システム運営費 （平成元年度(19８9年度)～） 公共・単独

事業の目的 公共事業等の設計積算において、近年の行政需要の複雑多様化、技術の高度化及び業務
量の増加に対応するために、膨大な計算を自動化するシステムの管理運営を行う。

事業の概要 工事・委託業務の設計積算を自動化する電算システムの運用やネットワーク・サーバの
監視、端末の管理を行う。

予 算 額 ２８８,５５４千円(うち建設部予算額256,894千円)（④ ２７７,４７９千円）

連 絡 先 積算システム係 積算システム係長 【内線29-168】

摘 要
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予算事業名 公共事業設計単価等調査費 （昭和４５年度(1970年度)～）公共・単独

事業の目的 公共事業の設計積算に必要な労務費の調査及び主要な建設資材等の単価策定・管理を行
う。

事業の概要 公共事業に従事する建設労働者の職種別賃金実態を調査する。
各分野の事業で共通的に使用する資材及び各分野毎に必要な資材で使用頻度が高いもの

のうち、全道的に流通している資材と、主に地域内で流通している資材のそれぞれの実勢
価格を調査する。

予 算 額 ２３６,６９３千円(うち建設部予算額128,012千円)（④ １５６,６９０千円）

連 絡 先 積算管理係 主査(労務資材) 【内線29-169】

摘 要

予算事業名 新技術情報提供システム運営費 （平成１２年度(2000年度)～） 単独

事業の目的 平成１１年度(1999年度)に構築した新技術情報提供システムの良好な運用を維持し、
公共工事の品質確保や施工効率化等に資する有用な新技術の登録を促進する。

事業の概要 建設工事の新技術に関する情報の共有化と新技術の活用を促進するために、インター
ネットを利用し、各企業が保有する新技術の登録を行い、この収集した新技術情報を現
場担当者へ提供するシステムを運営する。

予 算 額 １,０４５千円（④ １,０４５千円）

連 絡 先 技術管理係 主査(技術基準) 【内線29-163】

摘 要

予算事業名 電子納品保管管理運用費 平成１９年度(2007年度)～）公共・単独

事業の目的 「電子道庁」実現の一環として、公共工事の調査、設計、施工、管理等、各種業務プロ
セスで発生する情報を電子化し、受発注者におけるコスト縮減、事業執行の迅速化等を促
進する。

事業の概要 工事施工に関する書類等を電子化し、インターネットで情報共有するため及び工事・委
託業務の成果品を電子化し、一元的に保管管理を行うためのシステムを運営する。

予 算 額 １１６,３６０千円(うち建設部予算額104,560千円)（④ １１２,４４７千円）

連 絡 先 積算システム係 主査(情報共有) 【内線29-167】

摘 要
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予算事業名 建設業経営体質強化対策事業費 （平成１４年度(2002年度)～）単独

事業の目的 地域の安全・安心や経済・雇用などを支える建設産業が、今後もその役割を果たしてい
けるよう、経営に関する相談支援や担い手対策に向けた取組を展開する。

事業の概要 ①建設業サポートセンター運営費
建設部及び各総合振興局・振興局に設置している「建設業サポートセンター」におい

て、地域建設産業のニーズに応じたきめ細やかな相談対応と各種支援制度の紹介を行
う。
また、専門相談員を配置し経営に関する専門的なアドバイスを行う。

②建設産業担い手対策推進事業費
建設業団体等が行う担い手の確保・育成等の取組を支援するとともに、建設産業への

入職につながる各種情報を発信するほか、建設業団体や教育機関等と連携し、建設産業
の担い手の確保・育成に係る取組を推進する。

予 算 額 １６,３８６千円（④ ９,８２２千円）

連 絡 先 建設産業振興係 建設産業振興係長 【内線29-717】

摘 要

予算事業名 見積用参考資料提供システム運用費 （平成３０年度(2018年度)～）単独

事業の目的 公共工事等の調達手続にかかる受発注者のコスト縮減、事業執行の迅速・効率化等を図
る。

事業の概要 見積用参考資料の電子データを受注者へインターネットにより提供するシステムを運用
する。

予 算 額 ８,１４６千円（④ ８，６２４千円）

連 絡 先 調整係 総括主査兼調整係長 【内線29-711】

摘 要


